
デジタル手続法（情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律） 

 

（電子情報処理組織による申請等） 

第六条 申請等のうち当該申請等に関する他の法令の規定において書面等により行うことその他

のその方法が規定されているものについては、当該法令の規定にかかわらず、主務省令で定め

るところにより、主務省令で定める電子情報処理組織（行政機関等の使用に係る電子計算機（入

出力装置を含む。以下同じ。）とその手続等の相手方の使用に係る電子計算機とを電気通信回線

で接続した電子情報処理組織をいう。次章を除き、以下同じ。）を使用する方法により行うこと

ができる。 

２ 前項の電子情報処理組織を使用する方法により行われた申請等については、当該申請等に関

する他の法令の規定に規定する方法により行われたものとみなして、当該法令その他の当該申

請等に関する法令の規定を適用する。 

３～５（略） 

６ 申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情がある場合、申請等に係る書面

等のうちにその原本を確認する必要があるものがある場合その他の当該申請等のうちに第一項

の電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は著しく不適当と認められる部分

がある場合として主務省令で定める場合には、主務省令で定めるところにより、当該申請等の

うち当該部分以外の部分につき、前各項の規定を適用する。この場合において、第二項中「行

われた申請等」とあるのは、「行われた申請等（第六項の規定により前項の規定を適用する部分

に限る。以下この項から第五項までにおいて同じ。）」とする。 

 

デジタル手続法主務省令（国土交通省の所管する法令に係る情報通信技術を活用した

行政の推進等に関する法律施行規則） 

（申請等のうちに電子情報処理組織を使用する方法により行うことが困難又は著しく不適当と認

められる部分がある場合） 

第六条 法第六条第六項に規定する主務省令で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一 申請等をする者について対面により本人確認をするべき事情があると当該申請等が行われ

るべき行政機関等が認める場合 

二 申請等に係る書面等のうちにその原本を確認する必要があるものがあると当該申請等が行

われるべき行政機関等が認める場合 


